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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料
令和５年８月２４日 

件 名 アレフ（オウム真理教）対策について

所管部課名 危機管理部危機管理課 

内 容 

アレフ（オウム真理教）対策について以下のとおり報告する。

１ 観察処分の更新を求める署名活動について 

（１）活動報告

５月～ 各地区町自連及び関係団体へ署名協力依頼

６月～ 区内町会・自治会長及び関係団体へ署名用紙送付

（２）署名収受件数（署名提出期限 ８月３１日）

８月１０日現在   ３８２筆、１,４４３,３６９名

前回確定署名数 １,８４５筆、１,０４８,１９１名

（３）公安調査庁への署名提出日

令和５年９月下旬～１０月上旬

２ 反社会的団体の規制に関する条例に基づく【第３次】過料処分取消請

求事件について 

（１）第３回口頭弁論

ア 日 時 令和５年７月２０日（木）午後１時３０分

イ 場 所 東京地方裁判所

ウ 内 容 原告及び被告（足立区）双方からの陳述

エ 傍 聴 住民協議会関係者が２７名傍聴

（２）第４回口頭弁論

ア 日 時 令和５年１０月１６日（月）午後１時３０分

イ 場 所 東京地方裁判所

３ オウム真理教対策関係市区町連絡会総会について 

  当初、６月１２日に予定していたが、台風３号の影響で延期となってい

た総会を下記のとおり実施した。 

（１）日 時 令和５年７月２７日（木）

（２）場 所 Ｗeb開催

（３）内 容

ア 活動報告・決算報告・監査報告

イ 役員改選

ウ 活動方針・収入支出予算

エ 参加自治体による意見交換

（４）出 席 ２４自治体（加盟自治体 ２６自治体）
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※ 令和５年度役員自治体

会長 副会長 監事 

足立区 小諸市（長野県） 

湖南市（滋賀県） 

松戸市（千葉県） 

川口市（埼玉県） 

足立区は、平成２４年から１２期連続で会長職 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和５年８月２４日 

件 名 台風第２号対応の検証と改善について 

所管部課名 危機管理部総合防災対策室災害対策課、調整担当課 

内 容 

令和５年６月２日（金）から３日（土）未明にかけて大雨を降らせた「台風

第２号」の対応について、以下のとおり、検証及び改善を行う。 

なお、当日の区の対応については、資料１（Ｐ.６）参照。 

１ 改善の目的 

線状降水帯による短時間での大雨を想定した災害に対し、迅速に区が対 

応するために検証を行う。 

２ 改善点の検証 

反省点 改善点 

河川事務所と

の連絡体制 

・ 情報共有手段は河川事

務所からの電話・FAX

待ちであり受動的だ

った。

・ 河川事務所からの情報

提供はメール及びホッ

トライン（電話）とし、

区側からも積極的に情

報収集を行う。

・ 三郷排水機場のポン

プ故障の情報把握が

遅れた。

・ 沿川自治体も参加する

ＷＥＢの常時接続によ

る情報共有の徹底

避難所開設の

タイミング

・ 線状降水帯発生情報

（半日程度前から気

象庁より「九州北部」

といった大まかな地

域での発表あり）が初

動の体制に活かされ

なかった。

・ 線状降水帯発生情報で

東京都心部が該当した

場合に速やかに災害対

策準備本部を設置

・ 開設の時間帯が深夜に

なった。

・ 準備本部を早いタイミ

ングで立ち上げるこ

とで、時間帯を考慮し

た開設可能性を検討

避難所開設の

エリア及び箇

所数

・ 中川（３校）及び綾瀬

川（１校）沿川の避難

所のみ開設し、福祉避

難所の開設に至らなか

った。

・ 中川及び綾瀬川を想定

→２１校

・ 内水氾濫を想定

→８校

・ 福祉避難所の開設

→２カ所

※ 資料２（Ｐ.９）参照

要支援者対応 ・ 線状降水帯発生から ・ これまで台風を想定し
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  極めて短時間に福祉

避難所に避難させる

ことは、台風を想定し

た現在の個別避難計

画では対応困難であ

る。 

・ 台風並みの降水時に

避難することは非常

にリスクが高い。

個別避難計画書の作

成を行ってきたが、線

状降水帯での対応と

なると時間的余裕が

なく要支援者対応は

抜本的な見直しが必

要となる。 

・ 線状降水帯に置き換え

た場合の課題を洗い出

し、災害対策課と福祉

管理課で協議を開始し

た。

広報 ・ 国土交通省のエリアメ

ール（※）が流れた後

に足立区の状況を知

らせる発信がなかっ

た。

・ エリアメールは沿川自

治体に一斉に流れる

ため、エリアメール発

出の際は足立区の状

況を知らせる情報を

Ａメールや防災行政

無線などで発信する。

※ 国が管理する河川の水位が氾濫危険水位に達するなどした際に、流域

住民の主体的な避難を促進するために国土交通省から発出されるメー

ル。

３ 国への要望及び対応 

荒川・江戸川両河川事務所 国土交通省本省 

国への要望 ６月４日(月)に荒川下流

河川事務所長及び江戸川河

川事務所長と災害時におけ

る情報共有の体制について

意見交換を行った。 

左記河川事務所と意見交

換し、常時ＷＥＢ会議の確実

な実施と足立区付近に流域

を持つ中小河川の排水能力

の向上について依頼した。 

国の対応 ・ 沿川自治体も参加した常時接続のＷＥＢ会議が実現

し、梅雨明けまで平日毎日開催し情報共有を行った。 

・ 今後は台風接近やゲリラ豪雨など突発的な大雨が予想

される際に開催する。

・ 常時接続の環境は維持され、自治体からの問い合わせ

は可能。

４ 今後の進め方 

・ 水防体制推進会議を開催し、線状降水帯による大雨災害に迅速に対

応できるよう庁内各所管と協議している。

・ 早期に避難所開設の準備をする場合は、通常の区民サービスと並行

するため、職員の動員がスムーズにいくよう庁内各所管と調整を進

めていく。
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議 会 報 告 資 料
令和５年６月５日 

件 名 「台風第２号」に対する区の対応等について 

所管部課名 危機管理部 総合防災対策室 災害対策課 

内 容 

 令和５年６月２日（金）から３日（土）未明にかけて大雨を降らせた

「台風第２号」による影響や区の対応について、次のとおり報告する。 

１ 主な経過 

時間 内容 

６月２日（金） 

午後 ５時０２分 「大雨警報（浸水害）」発令 

午後 ５時０２分 「水防本部」設置 

午後 ５時４９分 「洪水警報」発令 

午後 ９時３５分 「災害対策準備本部」設置（水防本部から移行） 

午後 ９時４２分 
避難所開設の準備開始（中川沿い） 

六木小学校、中川小学校、大谷田小学校 

６月３日（土） 

午前 ０時３０分 「災害対策本部」設置（災害対策準備本部から移行） 

午前 ０時４５分 
避難所開設【高齢者等避難】 

六木小学校、中川小学校、大谷田小学校 

午前 １時３８分 
避難所開設の準備開始（綾瀬川沿い） 

桜花小学校 

午前 ３時００分 
避難所開設【高齢者等避難】 

桜花小学校 

午前 ４時５５分 「大雨警報（浸水害）」解除 

午前 ９時３０分 
避難所閉鎖（全ての避難者が帰られた後） 

六木小学校、桜花小学校 

午前 ９時５０分 綾瀬川が氾濫危険水位を下回る 

午前１０時００分 
避難所閉鎖（全ての避難者が帰られた後） 

大谷田小学校 

午前１０時１３分 
避難所閉鎖（全ての避難者が帰られた後） 

中川小学校 

午前１１時３０分 中川が氾濫危険水位を下回る 

午前１１時３０分 【高齢者等避難】解除 

午前１１時３０分 「災害対策本部」解散 

午後 ８時５６分 「洪水警報」解除 

午後 ８時５６分 「水防本部」解散 

資料１ 
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２ 避難者情報等（最大時） 

避難所名 世帯数 人数 避難所開設職員 

六木小学校 ５世帯 ８名 ７名 

中川小学校 １８世帯 ３３名 ７名 

大谷田小学校 １９世帯 ２８名 ８名 

桜花小学校 ２世帯 ３名 ６名 

合計 ４４世帯 ７２名 ２８名 

３ 庁内の被害状況（６月３日１０時３０分時点） 

部署 施設名 被害状況 

施設営繕部 本庁舎 数か所雨漏り 

産業経済部 興野区民農園 広範囲に水溜り 

福祉部 

谷在家福祉施設 浸水 

特別養護老人ホーム 

「さの」 
雨漏り 

ケアハウスはごろも １階及び地下に一部浸水 

千寿西複合施設 トイレ逆流（修復済み）

環境部 足立区再生館 ２か所雨漏り 

道路公園整備室 
大谷田公園 五葉松が倒木（人的被害なし） 

大谷田南公園 雨水貯留地の広場が冠水 

学校運営部 

中川小学校 

桜花小学校 

興本小学校 

宮城小学校 

西伊興小学校 

弘道第一小学校 

花畑中学校 

千寿青葉中学校 

竹の塚中学校 

１～２か所雨漏り 

子ども家庭部 

大谷田第一保育園 

東綾瀬保育園 

保木間保育園 

緑町保育園 

鹿浜こども園第一園舎 

中島根保育園 

千住あずま保育園 

元宿こども園第一園舎 

１～２か所雨漏り 

４ 職員参集状況等（最大時） 

部署 主な業務 人数（管理職含む） 

危機管理部 情報収集、避難所開設等 ４５名 

都市建設部 水位警戒、避難所開設等 ７０名 

環境部 避難所開設 １名 

合計 １１６名 
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問合せ先  危機管理部 災害対策課長 寺島 光大  
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中小河川（中川・綾瀬川）氾濫時、線状降水帯時避難所開設場所 

別紙２ 

線状降水帯時の避難所開設所 
  黄色の各第一次避難所 
6  梅島小学校 
23 古千谷小学校 
36 千寿本町小学校 
41 舎人第一小学校 
52 花畑小学校 
82 千寿桜堤中学校 
90 第十一中学校 
97 花畑北中学校 

41 舎人第一小学校 

97 花畑北中学校 

6 梅島小学校 

36 千寿本町小学校 

52 花畑小学校 

82 千寿桜堤中学校 

90 第十一中学校 

中川、綾瀬川氾濫時の避難所開設所 
赤色の線内の各第一次避難所 

4  綾瀬小学校 
11 大谷田小学校 
15 北三谷小学校 
38 辰沼小学校 
42 中川小学校 
43 中川北小学校 
44 中川東小学校 
46 長門小学校 
56 東綾瀬小学校 
58 東加平小学校 
60 東渕江小学校 
66 六木小学校 
75 蒲原中学校 
91 第十二中学校 
92 第十三中学校 
99 東綾瀬中学校 
102 谷中中学校 
110 足立東高校 

23 古千谷小学校 

線状降水帯パターン

中川、綾瀬川氾濫時、線状降
水帯時の避難所開設所 
  緑色の福祉避難所 
総合スポーツセンター 
障がいセンターあしすと 

障がいセンターあしすと 

総合スポーツセンター 

9



災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
 

令和５年８月２４日 

件   名 令和５年度東京都足立区合同帰宅困難者対策訓練の実施結果について 

所管部課名 危機管理部総合防災対策室災害対策課 

内   容 

令和５年度東京都足立区合同帰宅困難者対策訓練の実施結果につい

て、以下のとおり報告する。 

 

１ 訓練概要 

（１）訓練目的 

首都直下地震により北千住駅周辺に多数の帰宅困難者が発生した

との想定で、区や鉄道事業者、駅周辺関係施設等が協力し、駅周辺

の混乱防止や滞留者の安全確保のための実践的な取組みについて検

証を行う。 

※ ７月５日（水）実施の第１回北千住駅前・綾瀬駅等滞留者対策

推進協議会（以下、協議会）にて訓練説明を実施。 

（２）実施日時 

令和５年８月４日（金） 午前１０時から１２時 

（３）場  所 

北千住駅周辺、東京電機大学、生涯学習センター 

（４）参加機関 

東京都、足立区、北千住駅前滞留者対策協議会、鉄道事業者（Ｊ

Ｒ東日本、東京メトロ、東武鉄道、首都圏新都市鉄道）、警視庁

（千住警察署）、東京消防庁（千住消防署）、その他 

（５）参加人数 

   １２５人、視察者４５人 

 

２ 訓練内容 

利用者保護訓練 

鉄道事業者が利用者等の安全を確保し、駅構内で帰宅困難者

を待機・誘導する。 

 

 

 

 

 
 

 
▲シェイクアウト      ▲ホーム外への誘導 
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３ 課題 

（１）東京電機大学で行った一時滞在施設の受付や現地対策本部設置訓

練について、受付場所や本部設置にかかる人員体制など実践的でな

い部分があったため、より現実に即した訓練を実施する必要があ

る。 

（２）今回は、インターネット接続ができる前提で情報発信訓練を行っ

たが、インターネット接続ができない場合を想定した駅前滞留者に

対する情報発信ツールを確保する必要がある。 

 

４ 今後の方針 

（１）帰宅困難者役の訓練参加者にアンケートを実施し、区の災害時に

おける情報発信のあり方や有効性について検証する。 

（２）訓練参加職員にアンケートを実施し、より実働に沿った実効性の

高い体制を検討していく。 

（３）今後実施予定の第２回協議会にて訓練の課題について協議会員と

共有・検討を進める。 

（４）今回の訓練は東京都主導で１５年ぶりに実施したが、実際の災害

時は都の応援は期待できないため、課題を踏まえ今後は区独自の訓

練を定期的に実施する。 

滞留者誘導訓練 

滞留者による混乱を避けるため、情報発信ツールを用いて一

時滞在施設へ誘導する。 

 

 

 

 

 

 
▲現地対策本部設置   ▲デジタルサイネージでの情報提供 

一時滞在施設開設・運営訓練 

 作成中の一時滞在施設の開設・運営手順書の実効性を検証す

る。 

 

 

 

 

 
 

▲開設準備          ▲帰宅困難者受付 

 

11



災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和５年８月２４日 

件   名 令和５年度足立区総合防災訓練の実施について 

所管部課名 危機管理部総合防災対策室災害対策課、防災力強化担当課 

内   容 

令和５年度足立区総合防災訓練は、以下のとおり実施する。 

 

１ 目的 

（１）訓練部門（地域防災計画に基づく各部の訓練） 

   震災時における区、防災関係機関（消防・警察・自衛隊等）、災害協定締

結団体等との連携強化 

（２）周知・啓発部門（舎人公園での防災普及啓発） 

   区民が防災について「学び・体験し・考える」普及啓発による、区民の   

「自助」「共助」意識の醸成 

 

２ 訓練方針 

（１）訓練部門 

   訓練想定をブラインドとし、自部署のみならず他部署、関係機関と緊密な

連携が図れるように考え・行動することで、総合的な防災力の向上を図る。 

（２）周知・啓発部門 

   関東大震災から１００年の節目の年であることから、区民が防災について

「学び・体験し・考える」ことができるように、４つのエリア構成とした参

加・体験型の普及啓発により、区民の「自助」「共助」意識の醸成を図る。 

 

３ 日時 

  令和５年１１月１２日（日） 

・ 訓練部門：午前８時３０分から正午まで 

・ 周知・啓発部門：午前１０時００分から午後３時００分まで 

 

４ 訓練内容 

（１）訓練部門 

   別紙１のとおり 

（２）周知・啓発部門 

   別紙２のとおり 

 

５ 来賓等 

都議会議員、区議会議員等の来賓招待は調整中。 
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６ 今後の方針 

  各関係機関との連絡・調整を図り準備を進めていく。 
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別紙１ 

訓練部門（地域防災計画に基づく各部の訓練） 

項目 実施内容 

① 

救出救助

訓練 

（演 習） 

１ 内容 

（１）区（都市建設部）と防災関係機関（警察、消防、自衛隊等）が連携し、重機を活用

した道路啓開訓練や、家屋からの救出訓練を実施する。 

（２）中学生消火隊の消火訓練を行い、来場者に日頃の訓練成果を披露する。 

２ 昨年度からの変更点 

（１）集客目的の訓練（演習）とし、午前・午後の各１回ずつ実施する。また来場者に対

し、訓練内容を解説したアナウンスを行う。 

（２）各回終了後は、警察・消防・自衛隊による「来場者体験コーナー」を設け、 

「木材切断」や「ジャッキでの建物持ち上げ」等を体験してもらう。 

※ 来場者の安全を第一に実施する。 

３ 参加機関  

区、警察署、消防署、消防団、自衛隊、中学生消火隊 

４ 場所  

都立舎人公園 

５ 訓練イメージ 
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項目 実施内容 

② 

関係機関

との 

情報通信

訓練 

１ 内容 

（１）区（各部）と防災関係機関等が、災害時に必要な情報のやり取りを防災行政無線や

電話等を活用して実施する。 

（２）複数の通信手段（防災行政無線・ＭＣＡアドバンス）による通信を行い、各通信手

段の受信感度を確認する。 

２ 訓練例  

区（衛生部）と医師会・歯科医師会等とのＷｅｂ会議等 

３ 昨年度からの変更点 

（１）訓練シナリオはブラインドとし、形式的ではなく実践的な訓練とする。 

（２）訓練で生じた課題・検討事項を抽出する。その結果を各機関と共有・解決すること

で、総合的な災害対応能力の向上を図る。 

４ 令和４年度参加機関数（参考） 

  ２９機関   

※ 訓練内容は参加機関の意向を確認し、計画をしていく。 

５ 訓練イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災関係機関等                区（各部） 
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項目 実施内容 

③各部訓練 

１ 各部訓練 

（１）内容  

地域防災計画に基づき、各部（室）が独立した訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訓練のポイント 

  ア 人事異動期訓練や各部定期訓練で抽出した検討事項を解決していく内容と   

し、災害対応力の底上げを図る。 

  イ 訓練当日に時間のロスがないよう、参加職員が訓練目的や各々の役割等を 

事前に理解して訓練に臨むよう、各部に周知する。 

 

２ 各部間の横断訓練 

（１）内容 

部署間の連携強化を目的に、役割が複数部に跨る災害対応を各部合同で実施する。 

（２）訓練例 

  ア 備蓄物資の分配・調達・運搬訓練 

関係する部【総務部・産業経済部・区民部】 

  イ 道路啓開・がれき処理訓練 

    関係する部【都市建設部・環境部】 

（３）訓練のポイント 

  ア 部署間の連携が求められ、自部署のほか他部署の役割も理解する必要があること

から、入念な事前調整と訓練結果の共有を行い、災害対応力の向上を図る。 

  イ 各部の管理職が的確な指示・命令を出し、複数部が連携したまとまりのある訓練

とする。 

ウ 上記ア・イを達成するため、訓練支援者（災害対策課職員）を各部に２名配置し、

事前計画から訓練後に生じた課題の解決まで各部を支援する。 

また、各訓練に評価者を１名（訓練部の管理職）配置し、訓練内容を評価する。 

 

【衛生部】              【福祉部】 

        

【施設営繕部】             【建築室】 
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別紙２ 

周知・啓発部門（舎人公園での防災普及啓発） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 足立区総合防災訓練 
 

あだち防災力アップ⤴大作戦 IN舎人公園 
～地震

．．
対策に自信

．．
アリ～ 

協力：東京都公園協会 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和５年８月２４日 

件   名 足立区地域防災計画（震災編）及び（資料編）の修正について 

所管部課名 危機管理部総合防災対策室災害対策課、調整担当課 

内   容 

昨年、都は１０年ぶりに新たな首都直下地震等による被害想定を公表

し、今年５月には、東京都地域防災計画（震災編）の修正を行った。 

こうした都の動向をふまえ、令和５年度から６年度にかけて、足立区

地域防災計画（震災編）及び（資料編）の修正を行う。 

 

１ 足立区地域防災計画（震災編）修正の主なポイントについて 

項目 東京都 足立区 

被害想定 都の被害想定を変更 区の被害想定を変更 

業務継続

体制 

都業務継続計画の見直し 区業務継続計画の修正 

都災害時受援応援計画の

見直し 

・ 区受援計画に基づく作 

  業を具体化する 

・ 上記作業の流れを図示 

  化 

防災減災

対策 

都の防災・減災対策を更新 区の防災・減災対策を更新 

その他   ・ 緊急災害対策職員の参

集基準の見直し 

・ 本部員除外対象者の追 

加など 

 

２ 修正スケジュール（予定） 

・ 令和５年 ４月 庁内各部で修正作業開始 

    １２月 防災会議（地域防災計画修正の発議） 

         関係機関に修正依頼 

  ・ 令和６年 ６月 素案完成 

         ７月 都に意見照会 

            パブリックコメント 

  ・ 令和７年 ２月 防災会議（修正案の承認） 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

 令和５年８月２４日 

件   名 旧入谷南小学校跡地に係る災害対策拠点施設の整備について 

所管部課名 
危機管理部総合防災対策室災害対策課、危機管理課  

総務部資産管理課、資産活用担当課 

内   容 

旧入谷南小学校跡地に係る災害対策拠点施設の整備について、令和３年２月に

策定した「旧入谷南小学校跡地活用基本構想（案）」における施設規模の見直し

を進めてきた。 

検討を進めていく中で、区全体の災害対策拠点施設における当該地の位置づけ

や、公共施設等総合管理計画における施設の考え方との整合性を図る必要が出て

くるなど、いくつかの課題が浮上したため、これらの課題を整理した上で精査し

ていく方針とした。 

 

１ 災害対策拠点施設の基本的な考え方の課題整理 

災害対策拠点施設の基本的な考え方の検討を進めていく上で、以下の課題に

ついて整理を行っていく。 
 

（１）区全体の災害対策拠点施設における当該地の位置づけ 
   

ア 本庁舎改修工事に伴う影響 

本庁舎の大規模改修工事を予定しており、改修内容を検討する中で、本

庁舎と当該地の位置づけを明確にしていく。 
 

イ 東西の配置バランスを考慮した災害対策拠点施設の候補地検討 

総合防災行政アドバイザーとの意見交換において、当該地が区内北西側

に位置しているため、全区的な災害対応をより効率的に行うことを踏まえ

ると、新たに区内東側にも災害対策拠点施設整備が必要との考えが示され

た。そのため、旧入谷南小学校跡地に加え、東側地域にも新たな災害対策

拠点施設となる候補地の検討を進めていく。 

 

（２）公共施設等総合管理計画における当該施設の考え方との整合性 

令和６年度末の公共施設等総合管理計画の改訂に併せて、災害対策拠点施

設の基本的な考え方を整理し、整合性を図っていく。 

 

２ 旧入谷南小学校跡地の暫定利用について 

 当該地の長期にわたる暫定利用は、本計画に影響が生じる恐れがあるため、

短期間の活用を見込んでいる工事関係事業者等に可能性を確認しながら検討

していく。 
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３ 今後のスケジュールについて（予定） 

年  度 内  容 

令和５年度 

（１）地元関係団体に状況説明 

（２）本庁舎の改修内容の確認 

(３）区内の配置バランスを考えた災害対策拠点施設の

候補地検討 

（４）旧入谷南小学校跡地の暫定利用の検討  

令和６年度 （１）公共施設等総合管理計画の改訂  

令和７年度 （１）旧入谷南小学校跡地活用基本構想（案）の見直し 

 
 

４ 今後の方針について 

 旧入谷南小学校跡地の活用について、災害対策拠点施設の基本的な考え方を

整理した上で、地域住民や議会へ丁寧に説明し、ご理解をいただきながら進め

ていく。 

 

※ 周辺図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 これまでの経緯 

昭和５７年 ３月  学校建設竣工 

平成１３年 ３月  学校統合により廃校。以降、ＫＩＴクラブ２１や地

域団体などの利用をはじめ、学校施設管理課が管理

する倉庫として利用を継続。 

平成３０年 ８月  体育館天井から仕上げ材が剥落し、体育館の利用停

足立入谷ＩＣ 
舎人駅 対象敷地 

Ｎ 
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止。 
 
 

令和 元年１２月  校舎解体工事着手 

令和 ３年 ２月  基本構想（案）の策定 

令和 ３年 ３月  校舎解体工事完了 

令和 ４年 ３月  サウンディング型市場調査を実施 

令和 ４年 ４月  サウンディング型市場調査の結果公表 

          舎人地区町会自治会連絡協議会へ説明 

令和 ４年 ５月  近隣住民説明会の実施 

令和 ４年 ６月  地元関係団体との意見交換 
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